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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　アルゼンティン植物ウイルス研究計画は、平成６年12月５日に署名された討議議事録（R/D）に

基づき、植物ウイルス病に対する防除法を確立し、アルゼンティンの農作物の生産性と品質改善

のために、トウモロコシ、ダイズ、トマト、ヒマワリの４作物のウイルス病の問題解決を通じて

植物病理・生理学研究所（IFFIVE）の研究活動を強化することをプロジェクト目標として、平成

７年３月１日から５年間の予定で協力が行われてきました。

　プロジェクト協力期間の終了を約６カ月後に控え、国際協力事業団は平成11年９月12日から同

26日までの15日間、農林水産省農業研究センター病害虫防除部長 藤澤一郎氏を団長とする終了時

評価調査団を現地に派遣し、アルゼンティン側評価委員と合同で、プロジェクト協力期間の成果

などについて総合的な評価を行うとともに、今後の対応策について協議しました。

　これらの評価結果は、調査団員およびアルゼンティン側評価委員により構成された合同評価チー

ムによって合同評価報告書としてまとめられ、署名のうえ、両国関係機関に提出されました。

　本報告書は、調査および協議の結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者に活用され、

日本・アルゼンティン両国の親善および国際協力の推進に寄与することを願うものです。

　最後に本調査の実施にあたり、ご協力いただいたアルゼンティン政府関係機関およびわが国関

係各位に対し、厚く御礼申し上げるとともに、当事業団の業務に対して今後ともなおいっそうの

ご支援をお願いする次第であります。

　平成11年10月
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略　　語略　　語略　　語略　　語略　　語

INTA (Instituto Nacional de Tecnologia Agropecuaria.  Argentina) ：国立農牧技術院

IFFIVE (Instituto de Fitopatologia y Fisiologia Vegetal.  INTA.  CICA.  Córdoba)

：植物病理・生理学研究所
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

(1) 要請

　アルゼンティンにおいては、農畜産物およびその加工製品が総輸出額に占める割合は、60％

以上に達する。しかしながら、農業人口の減少、栽培面積の拡大の停滞、病害虫被害の増大な

どにより、主要農産物の増産および品質改善が見込めない状況となっている。アルゼンティン

農業の今後の生産性向上、品質改善、輸出競争力の強化のためには、それらを阻害する一要因

である病害虫の防除対策が不可欠となっている。このような状況にかんがみ、アルゼンティン

政府は病害虫に関する研究に力を入れているところであるが、アルゼンティンでは同分野の研

究の歴史が浅く、人材の育成が不十分であり、かつ技術力が乏しいなどの問題を抱えている。

　このような状況のもと、アルゼンティン政府はわが国に対し、アルゼンティン国立農牧技術

院（INTA）の試験研究機関である植物病理・生理学研究所（IFFIVE）の研究員の研究能力を向

上させ、アルゼンティンにおける植物ウイルス病の研究活動強化を目的とした技術協力を要請

してきた。

(2) 案件形成

　この要請に基づき、わが国は以下の調査団を派遣し案件を形成した。

派遣時期・名称 調　　査　　内　　容

1992 年 11月

プロジェクト形成調査団

わが国の協力スキームを踏まえた協力実施の可能性の検討

1994 年 ３月

事前調査団

要請の背景・内容、実施可能性などの調査、検討

1994 年 ７月

長期調査員

アルゼンティン側実施体制の調査、供与機材に関する協議・調査、

およびプロジェクトの活動計画、専門家派遣計画および研修員受入

計画などに関する暫定実施計画（案）の作成

1994 年 11月

実施協議調査団

討議議事録（R/D）および暫定実施計画（TSI）の署名

なお、TSIで設定した協力分野と対象作物は以下のとおり。

協力分野：

　(1) ウイルス病の同定、診断技術の開発

　(2) 植物ウイルス病の発生生態の解明

　(3) 主要ウイルス病の防除法の開発

対象作物：トウモロコシ、ダイズ、トマト、ヒマワリ
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(3) 実施期間

　上記調査の結果、1995年３月から「アルゼンティン植物ウイルス研究計画」が開始された。

プロジェクト開始以後、以下の調査団が派遣された。

(4) 終了時評価調査団の目的

　本調査団は、2000年２月末に５年間の協力期間が終了するのに先立ち、以下の目的により評

価調査（プロジェクト終了時までの予定を含む）を行った。

１）プロジェクトの総合（５項目による）評価

　これまでの協力期間における投入・活動の実績、成果の達成状況、プロジェクトの運営管

理状況およびカウンターパートへの技術移転の状況を確認するとともに、評価５項目に沿っ

た評価を行うこと。

２）協力終了後の対応

　上記評価調査に基づき、協力期間終了後の取るべき対応策について検討し、その結果を日

本・アルゼンティン両国政府関係機関に報告・提言すること。

３）今後実施予定の技術協力分野・案件への提言

　今後の技術協力をより適切かつ効率的に実施するために、評価結果を協力計画の策定や同

分野のプロジェクトの実施にフィードバックさせること。

１－２　調査団の構成

派遣時期・名称 調　　査　　内　　容

1995 年 10 月

計画打合せ調査団

本協力の対象ウイルスの特定。　なお、この際各ウイルス病について必要

となる協力課題のみを設定した詳細実施計画（DIP）が作成された。

1997 年 ９月

巡回指導調査団

（中間評価）

それまでの活動の進捗状況を評価し、残された２年間で行うべき実施計画

を「今後の計画」（Future Plan）としてまとめた。中間評価では研究の

順調な進捗が確認され、プロジェクト終了時に当初の計画がほぼ達成され

ることが期待された。

藤澤　一郎 総　　括 農林水産省 農業研究センター 病害虫防除部部長

小金澤碩城
ウイルス病同定、

診断技術

農林水産省 四国農業試験場 作物開発部

病虫害研究室室長

河合　　章 発生生態 農林水産省 野菜・茶業試験場 環境部 虫害研究室室長

栗山　喬行 協力評価 農林水産省 経済局 国際部 技術協力課 海外技術協力官

瀧口　暁生 プロジェクト運営管理 国際協力事業団 農業開発協力部 畜産園芸課
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１－３　調査日程

日順 月 日(曜日) 行 程・宿 泊 地 調　査　内　容

１ 9月12日(日) 成田(20:55 発)→

サンパウロ(8:10 着)JL064

（移動）

２ 13 日(月) サンパウロ（11:25 発）→

ブエノスアイレス(14:10 着)

AR1417

（移動）

JICAアルゼンティン事務所打合せ、

在アルゼンティン日本大使館表敬

３ 14 日(火) ブエノスアイレス 外務省、国立農牧技術院（INTA）本部表敬

４ 15 日(水) ブエノスアイレス アルゼンティン園芸総合試験場および

アルゼンティン園芸開発計画調査

５ 16 日(木) ブエノスアイレス→コルドバ （移動）

植物病理・生理学研究所（IFFIVE）所長表敬、

研究施設調査

６ 17 日(金) コルドバ 日本人専門家の報告聴取、打合せ

７ 18 日(土) コルドバ→リオクアルト→

クンブレシータ

地域圃場調査

８ 19 日(日) コルドバ コルドバ日系人協会表敬

９ 20 日(月) コルドバ 合同評価チーム協議（評価項目、調査方法）

合同評価（トマト、ヒマワリ）

10 21 日(火) コルドバ 合同評価（トウモロコシ、ダイズ）

合同評価チーム最終協議

（評価報告書作成、署名）

11 22 日(水) コルドバ IFFIVE所長との協議

資料整理

12 23 日(木) コルドバ→ブエノスアイレス コルドバ近郊野菜農家圃場調査

（移動）

13 24 日(金) ブエノスアイレス(18:40 発)→

サンパウロ(21:20 着)AR1422

合同委員会(評価報告書発表、ミニッツ署名・交換)

（移動）

14 25 日(土) サンパウロ(0:25 発)→ （移動）

15 26 日(日) 成田（13:15 着）JL063 （移動）
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１－４　主要面談者

＜アルゼンティン側＞

(1) 外務省

　Adriana ZANUTIGH 二国間／多国間協力課長

　Andrea de FORNASARI 二国間／多国間協力課 日本担当

　Maria Gabriela GIANNI 二国間／多国間協力課 日本担当アシスタント

(2) 農牧水産食糧庁

　Ricardo NOVO 長官

　Alicia CAVALLO 長官顧問（合同評価委員）

(3) 国立農牧技術院（INTA）

　Luis Maria FIRPO BRENTA 副総裁

　Oscar Alberto COSTAMAGNA 局長

　Mariano COCIMANO 国際事業部長（合同評価委員）

　Martin NAUMANN 国際事業部 日本担当

(4) 植物病理・生理学研究所（IFFIVE）

　Sergio F. NOME 所長

　Sergio L. Lenardon 植物ウイルス研究計画 コーディネーター

(5) コルドバ大学

　Andres RAVELO 農学部 研究官（合同評価委員）

(6) ツクマン大学

　Juan Carlos RAMALLO 農学部 教授（合同評価委員）

＜日本側＞

(1) 在アルゼンティン日本大使館

　青木　保男 一等書記官
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(2) JICAアルゼンティン事務所

　大澤　尚正 所長

　野末　雅彦 次長

　隈部ビクトル 所員

(3) JICAアルゼンティン園芸総合試験場

　石橋　隆介 場長

　稲葉久仁雄 専門家（花卉栽培）

(4) アルゼンティン園芸開発計画

　遊佐　健輔 チーフアドバイザー

　横島賢太朗 調整員

　有隅　健一 専門家（花卉育種）

　國分　　尚 専門家（花卉素材評価）

(5) アルゼンティン植物ウイルス研究計画

　杉浦巳代治 チームリーダー

　大塚　眞琴 調整員

　匠原監一郎 専門家（ウイルス病同定、診断技術）

　宇杉　富雄 専門家（発生生態）

１－５　終了時評価の方法

(1) 合同評価チームの構成

　評価は、調査団員からなる日本側メンバーと下記のアルゼンティン側のメンバーで構成され

た合同評価チームにより、実施された。

　アルゼンティン側合同評価委員

　Ing. Agr. Alicia CAVALLO 農牧水産食糧庁 長官顧問

　Dr. Mariano COCIMANO INTA 国際事業部長

　Ing. Agr. Juan Carlos RAMALLO ツクマン大学 農学部 教授

　Dr. Andres RAVELO コルドバ大学 農学部 研究官
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(2) 評価項目

　評価は以下の観点から実施された。

１）目標達成度

２）効率性

３）インパクト

４）妥当性

５）自立発展の見通し

(3) 評価日程

　合同評価チームは1999年９月20日、21日の２日を使って以下の活動を行った。

月　　日 ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル

９月 20 日(月) 評価方法の協議

プロジェクトの達成度の評価（トマト、ヒマワリ）

　　21日(火) プロジェクトの達成度の評価（トウモロコシ、ダイズ）

評価結果の最終協議

評価報告書の署名
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第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約

(1) 結論

１）プロジェクト目標は成功裏に達成されたと評価できる。

２）プロジェクトを通じて植物病理・生理学研究所（IFFIVE）は南米における植物ウイルス分

野のトップレベルの研究所となった。

３）プロジェクトの５年間の協力は2000年２月29日に終了を迎えることが適当であると結論す

る。

４）IFFIVEは、第三国研修の実施に関心を示しており、またその実施能力があるものと評価で

きる。

(2) 提言

１）プロジェクト終了後もIFFIVEの研究能力を維持・発展させるために、国立農牧技術院

(INTA)は今後とも必要な予算を配分することが強く求められる。

２）IFFIVEが今後とも若手研究者の育成を続けることを期待する。

３）IFFIVEが他の機関や国の研究者の研修を通じて、南米の植物ウイルス研究に貢献していく

ことを期待する。

４）INTAにはプロジェクトの成果を農家に普及する努力が期待される。

５）プロジェクトを通じて築かれた友好関係により、植物ウイルス研究の協力関係が将来的に

も引き続き進められることを期待する。

(3) 教訓

１）本プロジェクトの目的は、ウイルス病の防除技術開発の基礎となるウイルス病の諸性質の

解明研究であり、そのための各種技術および知識の移転であった。課題内容は小さかった

が、このことがかえって、プロジェクトの目標達成度、効率性、インパクトなどについてお

のおの高い成果・評価を得ることになったと考える。したがって、課題が小さくても、期待

される成果を明確化し、短期間でプロジェクトの効率性やインパクトが現れるプロジェクト

が効果的と考えられる。

２）IFFIVEの所長はじめ多くの研究者から、日本側長期専門家の活動に対して繰り返し謝辞が

あった。このことは、長期専門家が５年間という長期間、変わることなくIFFIVE側に対応

し、相互に信頼関係が構築されたためと思われる。このことから、長期専門家の資質や都合

にもよるが、５年間プロジェクトであれば、同一専門家が対応する方式が、プロジェクトの

推進に有効と思われる。
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３）カウンターパートの日本研修受入に際し、受入予定の日本側研究者が、事前に短期専門家

としてIFFIVEに派遣された。そのため、日本研修予定のカウンターパートと研修内容を事前

に打ち合わせることができ、日本研修での不安を取り除くことができた。この方式は、カウ

ンターパートの日本研修を効率的に進めることができたと思われる。

(4) 団長所感

　本プロジェクトを発足させるため、1992年のプロジェクト形成調査時にIFFIVEを視察した。

当時のIFFIVE所内の研究環境（実験機器、温室等）はきわめて不十分であり、研究者らの研究

手法などに問題が認められた。

　しかし、今回の所内視察では、研究環境は著しく改善され、ウイルス病にかかわる先端的学

術研究あるいは農業現場のニーズに対応する実用化研究などを推進するための各種実験機材

（DNAシークエンサー、ELISAシステム、昆虫飼育装置等）および植物育成温室などが著しく整

備され、日本の国立研究機関と比べ、遜色のない程度にまで充実されたと考える。また、

IFFIVEの研究者らも自らの研究成果に自信を持っており、日本の多数の専門家によりウイルス

研究の技術や知識が効果的にIFFIVE研究者たちに移転されたと思われる。

　また、IFFIVE側から、プロジェクト終了後は第三国研修の計画を進めたいとの意向表明を受

けた。IFFIVEの所長や日本側長期専門家達からの聞き取りによると、IFFIVEの研究者は、知識

が豊富で、教えることも有能であること、現在も年に２回の研修（これまでに、PCR、電顕、

クローニング等）を行い、国内外（ブラジル、チリ、パラグァイ）からの参加者もいるとのこ

とであった。研修実験棟、宿泊施設などの問題はあるが、12～15名程度の小規模開催であれ

ば、言葉の問題がないだけに、第三国研修は十分に実施可能と思われる。



－9－

第３章　プロジェクトの概要第３章　プロジェクトの概要第３章　プロジェクトの概要第３章　プロジェクトの概要第３章　プロジェクトの概要

(1) 上位目標

　植物ウイルス病に対する防除法を確立し、アルゼンティンの農作物の生産性と品質を改善す

ること

(2) プロジェクト目標

　トウモロコシ、ダイズ、トマト、ヒマワリの４作物のウイルス病の問題解決を通じて植物病

理・生理学研究所（IFFIVE）の研究活動を強化すること

(3) 成果

１）植物ウイルス病の同定および診断の方法の開発

２）植物ウイルス病の発生生態の研究

３）実用的な防除法の開発

研究されたウイルス病は以下のとおりである。

ａ）トウモロコシ（マルデリオクアルト、メイズドワーフモザイク）

ｂ）ダイズ（ダイズモザイクウイルス、未同定ダイズウイルス）

ｃ）トマト（トマト黄化壊疽）

ｄ）ヒマワリ（ヒマワリクロロティックモットル、ヒマワリマイルドモザイクウイルス）

(3) 投入

＜日本側＞

１）日本人専門家の派遣

　1995年３月１日にプロジェクトが開始されてから、プロジェクト期間中に５名の長期専門

家と11名の短期専門家がIFFIVEに派遣された。もう１名の短期専門家が予定されており、合

計で12名となる。詳細は資料３に示した。

２）カウンターパートの受入れ

　これまでに20名のカウンターパートを日本での研修のために受け入れた。もう１名の受入

れが予定されており、合計で21名となる。なお、一般の集団研修にも１名のカウンターパー

トが参加しており、これをあわせると22名となる。詳細は資料４に示した。

３）機材の供与

　各年度別の供与機材の額は以下のとおり

　1994年度：4152万円
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　1995年度：１億150万3000円

　1996年度：5110万3000円

　1997年度：3200万円

　1998年度：3727万5000円

　1999年度は1897万4000円が見込まれる。その合計金額は２億8237万5000円になる。

　資料５に1998年度末までに供与された機材の表を示した。

４）運営コストの負担

　技術移転活動の促進のために、以下に示すように合計で3100万円が運営コストとして支出

された。

　1994年度：100万円

　1995～1999年度：毎年600万円

　プロジェクトの効果的かつ円滑的な実施に必要な特定の目的のために、日本側により下表

のような追加的な財政支援がなされた。

＜アルゼンティン側＞

１）カウンターパートの配置

　資料６に、カウンターパートの配置一覧表を示した。近年の政府の緊縮財政にもかかわら

ず、アルゼンティン側は運転手、秘書の配置に尽力した。さらにアルゼンティン側は他の機

関に協力を依頼して、IFFIVEの研究活動の維持のために人材の確保に努めた。

２）予算の手当て

　INTA（国立農牧技術院）はプロジェクト実施のための予算獲得に大変努力している。詳

細は資料７に示した。

年度 目　　　　的 金　　額

1995 安全対策（防犯カメラ設置、研究所防犯壁拡充） 752万3000円

1996 啓蒙普及活動（パンフレット、普及用ビデオテープ作成、セミナー開催） 100万1000円

1997 応急対策（研究所補修、灌漑水貯蔵タンク建設） 344万7000円

1998
安全対策（圃場外壁建設）

啓蒙普及活動（研究者用・農業者用教材作成、セミナー開催）

622万6000円

294万5000円

1999 特別対策セミナー開催（11 月予定） 658万6000円
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第４章　評価の結果第４章　評価の結果第４章　評価の結果第４章　評価の結果第４章　評価の結果

４－１　目標達成度

　プロジェクト活動の進捗状況を専門家へのインタビュー、ならびにカウンターパートの発表など

を通して調査した。

　プロジェクト期間中、トウモロコシ、トマト、ダイズ、ヒマワリの４種の作物の主要病原ウイル

スが分離・同定され、かつ診断・同定のための抗血清が作成され、血清学的・分子生物学的診断法

が確立された。トウモロコシやトマトでは、発生生態の解明や品種抵抗性のスクリーニングが行わ

れ、防除法の開発につながる基礎的知見が得られている。

　ダイズのジェミニウイルスは種レベルの同定が完了していないが、ジェミニウイルスの研究の困

難性を考慮すると十分な進捗といえる。ヒマワリでは新種のウイルスが発見され、当初目標以上の

成果が得られている。また、プロジェクトを通して植物病理・生理学研究所（IFFIVE）は、植物ウ

イルス研究のための研究施設が南米でも最も整備された研究機関のひとつとなり、さらに研究者の

資質も南米における植物ウイルス研究の中心となれるまで向上した。全体として当初の目標は成功

裏に達成されたと評価できる。

　研究成果の詳細を以下に示す。また、資料８に成果の達成状況表を示す。

(1) トウモロコシ

　プロジェクトではリオクワルト病の研究に最も勢力を割いた。病原ウイルスは日本人専門家

の指導により、純化法が改善された。ウイルスの宿主範囲が明らかにされ、ゲノムの10セグメ

ントのうちS1、S7、S9の塩基配列が決定された。抗血清が作成され、ELISA法および遺伝子診

断法が確立された。短期専門家により、コムギを用いた媒介虫の累代飼育法が確立された。ま

た、媒介虫の発生生態の解明が行われ、新媒介虫の発見、越冬生態ならびに好適な越冬植物、

発生消長、寄主植物、発生予察法などが明らかにされ、農民に対して発生警報を出すことがで

きる基礎的知見が得られた。発生地の発病調査により抵抗性のある７品種が選別された。さら

に、有効薬剤が選択され、種子処理の有効性が明らかになった。

　本病は1996～1997年に大発生したが、その原因が感受性品種の作付の増大にあることを明ら

かにし、その後の発生の減少に貢献した。

　メイズドワーフモザイクウイルスでは9473塩基の配列が決定され、RT - PCRによる診断が

可能になった。また抵抗性品種Pa405が選別された。

　以上のように、リオクワルト病およびメイズドワーフモザイク病に関する研究目的は達成さ

れた。
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(2) ダイズ

　ダイズモザイクウイルス（SMV）の５系統が９判別品種を用いて分離された。そのうち、MJ

とMA系統は他の３系統と封入体の構造などで異なっていることが明らかにされた。SMVの抗血

清が作成され、ELISA法による診断法が確立された。未同定の３種の病害について、PCR法によ

りジェミニウイルスに起因することが明らかにされた。１種については塩基配列が解明され

た。短期専門家により、媒介虫であるコナジラミの種が同定された。病原ウイルスは接ぎ木で

伝搬させることが可能となったが、ダイズへのコナジラミによる伝搬は不成功に終わってい

る。このためウイルスの分離および種の同定は未解決のままになっている。ジェミニウイルス

の研究は近年急速に発展しており、最新の情報を得て、病原ウイルスの種の同定を行う必要が

ある。

(3) トマト

　黄化壊疽病の病原として、Groundnut ringspot virus（GRSV）、Tomato chlorotic spot

virus（TCSV）、Tomato spotted wilt virus（TSWV）の３種のトスポウイルスが分離された。

媒介虫としては、短期専門家によりFrankliniella shultzei、F. occidentalis、Thrips tabaci

が同定された。３種のウイルスのアルゼンティンにおける分布状態が明らかにされた。すなわ

ち、GRSVは北部～中部に、TCSVは南東部に、TSWVは南部に分布する。GRSVとTSWVのＮたんぱく

質が精製され、抗血清が作成された。また、TCSVを含む３種ウイルスのＮたんぱく質はE. coli

で発現させ、抗血清が得られている。診断法としては、ELISA法、RIPA、IC - RT - PCRが確

立された。Platense遺伝子とSw5遺伝子の抵抗性の効果が明らかにされ、Sw5遺伝子を14栽培品

種にバッククロスにより導入する試験が進められている。近い将来、抵抗性品種が育成される

ことが期待される。

(4) ヒマワリ

　ヒマワリのウイルスの研究はプロジェクトの開始とともに始まり、それまでの研究の蓄積は

なかった。プロジェクトにより、ヒマワリクロロティックモットルウイルス（SCMV）の生物学

的ならびに分子生物学的性状が明らかにされ、ポチウイルス属の新種のウイルスであることが

判明し、ELISA法による診断法が確立されるなど、多大な成果が得られている。成果は国際学

術雑誌に掲載された。ヒマワリマイルドモザイクウイルスについては、ポチウイルス属で上記

のSCMVとは異なるウイルスであることが明らかにされた。ヒマワリのウイルスでは所期の目的

は達成されたと評価できる。
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４－２　効率性（成果に対する投入の時期、質、量の適正度）

　日本側の投入については、機材の多くがプロジェクト開始前半期に供与されるなど必要な機材が

適切な時期に供与され、長期および短期専門家もほぼ予定どおり派遣されている。また、研修員の

受入れも適切に行われ、終了時評価時までに日本で受け入れた20名の研修員全員が帰国後研究所に

定着しており、研究事業推進上の大きな力となっている。

　アルゼンティン側の投入については、土地・施設の提供が約束どおり行われるとともに、カウン

ターパートの配置も当初の計画どおり適切に行われた。また、ローカルコストの負担では、アルゼ

ンティンの緊縮財政下において、国立農牧技術院（INTA）はプロジェクト実施のための予算確保に

尽力した。

　以上の投入とプロジェクトの成果を比較検討すると、プロジェクトに対する投入は効率的に行わ

れたと評価できる。

４－３　インパクト

　調査時点において、プロジェクト活動により、以下の正のインパクトが発生したことが確認され

た。負のインパクトは見当たらなかった。

(1) プロジェクトの実施により、研究機器が充実するとともに、研究員の技術が向上し、IFFIVE

は南米における植物ウイルス学のトップレベルの研究所となった。その結果、IFFIVEは大学や

他の機関から多くの客員研究者や研修員を受け入れるようになった。

(2) ８名のIFFIVE研究員が、1998年にアルゼンティン科学技術庁の研究費を獲得した。この事

実はIFFIVEの研究能力の向上を示している。

(3) IFFIVEの普及活動により、抵抗性品種の導入が促進され、マルデリオクアルト病による損

失が減少した。

(4) プロジェクトは日本とアルゼンティンの相互理解を深めた。両国の研究者はお互いにより

深く交流する機会を得、さらにプロジェクトの成功はコルドバの日系人の地位を高めた。

(5) 植物ウイルス研究に携わる多くの若手研究者がIFFIVEで活動した後、大学や他の研究機関

に移っており、彼らがアルゼンティンにおける植物ウイルス研究に大きく貢献している。
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４－４　妥当性

(1) 上位目標の妥当性

　1997年のアルゼンティンから輸出された産品のうち、輸出全体に対する農産物（油脂作物、

穀類、園芸、タバコ）の割合は36.3％、特に、プロジェクトが研究対象にしている４作物のう

ちの３作物（トウモロコシ、ダイズ、ヒマワリ）は輸出全体の18.6％を占めている（資料９参

照）。

　一方、アルゼンティンでは、トウモロコシ・リオクワルト病をはじめとする植物ウイルス病

が大きな問題となっており、各ウイルス病に対する防除対策の策定は緊急の課題となってい

た。また、この上位目標は、INTAが1990年に作成した植物生理学・植物病理学分野の戦略研究

プロジェクト（PSI）と整合性がとれている。

　これらのことから、農産物のウイルス病および生産に関する目標を定めた上位目標「植物ウ

イルス病に対する防除法を確立し、アルゼンティン国農産物の生産性と品質を改善すること」

は、妥当なものであったと評価できる。

(2) プロジェクト目標の妥当性

　研究対象である４作物のウイルス病は生産上大きな被害を引き起こしており、その防除法を

策定するためには、アルゼンティンで唯一の植物ウイルスの基礎研究所であるIFFIVEの研究活

動を強化することが必要であったことから、「トウモロコシ、ダイズ、トマト、ヒマワリの４

作物のウイルス病の問題解決を通じて、植物病理・生理学研究所の研究活動を強化すること」

というプロジェクト目標は、妥当であったと評価できる。

(3) 成果の妥当性

　４作物それぞれに設定された成果は、活動項目の各課題を行うことによって得られるように

構成されており、それらの成果がプロジェクト目標につながっていったことから、妥当であっ

たと評価できる。

(4) 上位目標、プロジェクト目標、成果の整合性

　本項目の評価にあたっては、プロジェクトを準備していた当時のJICAがPCM手法の導入を検

討していた段階であったということを考慮する必要がある。そのうえで、上位目標、プロジェ

クト目標および成果の計画設定における妥当性を評価すると、一部整合性がとれていない点が

みられるものの、各課題において相応の成果があり、それらがプロジェクト目標につながり、

将来的には上位目標へとつながることが期待されることから、妥当であったと評価できる。

４－５　自立発展の見通し
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(1) 組織的側面

　IFFIVEはINTAの下部組織として政策的・財政的支援を得ており、関係機関との連携も図られ

ている。仮に将来INTAの組織改革があったとしても、IFFIVEはアルゼンティンの農業生産に関

する重要な研究活動を行っており、また、INTAはIFFIVEに対する支援を続けることを表明して

いることから、現体制は維持されると確信する。

(2) 財政的側面

　研究活動に必要な経費はINTAを通じてアルゼンティン政府から提供されている。今後も必要

経費が支出されることが期待されるが、現在、アルゼンティンは厳しい経済情勢にあり、楽観

できない状況となっている。そうしたなか、INTAは自主財源を確保するため、ウイルスフリー

クローン苗を販売する基金を発足させている。

(3) 技術的側面

　プロジェクト活動を通じてIFFIVEの研究能力は格段に向上し、南米においてトップレベルの

研究所であると評価されるに至っていることから、今後は、IFFIVE独自の力において研究活動

を維持・発展させていくことが期待できる。

(4) その他

　終了時評価期間中アルゼンティン側より、３年後をめどにアフターケア協力を行ってほしい

という要請があった。この要請を技術的な観点から判断すると、IFFIVEが高い研究能力を有す

るに至っていること、また、同時に第三国研修に対する要請が出されていることから、何らか

の形で支援を継続する場合、周辺国に技術移転を行う第三国研修を選択することが適当である

と思われる。

　なお、アルゼンティンに対する今後の協力は、わが国のODAの目的、南米日系人社会への支

援などの政策的な判断が加味されたうえで行われていくであろう。
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